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〔単一銀行制度州〕
Ark．
Colo．
Fla．
Ill．
Iowa
Kans，
Minn．
Mo．
Mont．
Nebr．
N．Dak．
Okla．
Tex．
W．Va．
Wyo．
????????????????
14．46
14．40
13．88
12．87
13．88
15．23
17．22
16．89
15．68
16．63
16．50
1548
16．01
17．40
18．62
19．41
15．05
16．51
15．22
17．03
7．64
7．73
7．46
7．91
7．47
7．42．
7．69
7．85
7．41
7．15
7．48
7．64
7．63
7．71
7．61
7．37
7．99
8．13
7．13
8．05
O．364
0．593
0．331
0．583
0．468
0．575
0。919
0．679
0．384
0．466
0．674
0．648
0．443
0．767
0．491
0．492
0．709
0．612
0．303
0．695
6．21
5．04
5．　07
5．　37
5．39
????????????????
出所；Report　of　Income，1973から作成。
本利益率のレインジは，限定支店銀行制度州のそれよりいっそう狭い。
　州グループごとの総資本利益率の傾向を，第1表の要約である第2表によっ
て，さきにみたような意味に判断してよいだろうか。第1にカリフォルニア・
ニューヨーク・ペンシルベニア・イリノイなど，膨大な金融力をもつ諸州が，
それぞれの州グループの平均総資本利益率の決定へ，大きな影響を及ぼしてい
ることがうえでわかった。だから支店制度の異なる3つの州グループごとの平
均総資本利益率で，それら3つの制度の傾向をはかることは危険だろう。第2
にグループごとの平均総資本利益率の考えを採用しないとしても，それぞれの
グループになんらかの特徴がないだろうか。州グループの枠をはずして51個の
総資本利益率を，低いほうから順にならべると，つぎの特徴がみられた。州域
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第2表
1973年の銀行成果の要約（％）
総資本利益率
〔州域支店銀行制度州〕
平　　　均
中　位　数
（レインジ）
????
?
〔限定支店銀行制度州〕
平　　　　均
中　位　数
（レインジ）
????
（1：1：）
〔単一銀行制度州〕
平　　　　均
中　位　数
（レインジ）
???
????
自己資本
利益率
????
（、1：ll）
???｛
（1：：1⊃
｝????
（1：：ll）
貸出利率
???
（?????．?）
????
（1：1：）
????
（1：1：）
要求払預金
手数料率
????
（0．277　　～1．352）
????
（0．331　　～0．968）
????
c：1，？9）
有期預金
支払利率
????
（???）
???
（1：ζ〉
????
（????
出所；Report　of　Income，1973から作成。
支店銀行制度諸州の総資本利益率は，低いところから高いところまで広範囲に
分布し，中間のところで分布が粗くなっている。限定支店銀行制度諸州のそれ
らは，それよりやや狭い範囲でほぼ一様に分布し，単一銀行制度諸州のそれら
は滴いほうから峠唖囲紛布している・したが・砂なくとも単綴行
制度州については，他の州グループにくらべて，総資本利益率がやや高いとい
ってよいだろう。
　総資本利益率は成果の指標として，しばしば重要視されているから，さらに
詳しく調べてみよう。各州の成果の諸指標を，州グループごとにまとめると，
それらは値の大小または高低にしたがって，州グループ内における順位が定ま
ってくる。そこでノン・パラメトリックな方法を用い，スピアマン（Spear一
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man）の順位相関係数により，総資本利益率の値と密接な関係をもつと考えら
れる諸指標と，総資本利益率との順位相関を，以下で計測する。
　貸出利率と要求払預金手数料率が高けれぽ高いほど，また有期預金への支払
利率が低ければ低いほど，総資本利益率は高くなると，いちおう考えることが
できる。人件費の問題を一般の労働需給モデルから取上げれぽ・高い人件費は
高い総資本利益率に対応するはずである。行員1人あたりの預金残高が，銀行
経営の効率性を反映するとすれば，それが大きけれぽ大きいほど，総資本利益
率が高いと予測される。これら5つの指標と，総資本利益率との順位相関を調
べ，総資本利益率の値を説明しうる要因をさがしてみよう。
　まず州ごとに，平均貸出利率・平均要求払預金手数料率・平均有期預金利率・
行員1人あたり年間人件費・行員1人あたり総預金残高を求めた。ついでそれ
らを州グループごとにまとめ，値の大小または高低により順位を付した。州グ
ループごとのこれらの順位と，やはり州グループごとの総資本利益率の順位と
の相関を，95％の有意水準で検定した結果が，第3表として示されている（3）。
　総資本利益率の値を説明しうるかもしれないと，5つの指標を取上げてみた
が，順位相関が認められたのは，総資本利益率と有期預金支払利率の関係のみ
であった。この関係ははじめ予測したように，低い有期預金利率の支払へ高い
利益率が対応し，高い預金利率支払へ低い利益率が対応するという，常識的な
結果がえられた。1973年の全被保険商業銀行13，964行の経常費用総額のうち，
有期預金への支払利息は，44．8％を占める最大の費用項目である。したがって
有期預金への支払利率と，総資本利益率の間の関係が，第3表のようになった
のは，とうぜんの帰結ともいえよう。
　経常費用総額の19．3％で，第2番目に大きい費用項目である人件費は，1人
あたり年間人件費でみた場合，総資本利益率との順位相関がえられなかった。
データがないため強い主張はできないが，賃金率の地域間較差があるので，人
件費と利益率の間に，予測したような関係がなかったと，推定することができ
る（4）。その他の3の指標と利益率の間にも，順位相関はやはり認められなかっ
た。ただし限定支店銀行制度州では，行員1人あたり総預金残高と利益率の順
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第3表
Spearmanの順位相関係数（Rs）による成果指標の相関①
H。：xとyは独立である。
○：xとyの順位は，95％の有意水準で相関がない。
×’xとyの順位は，95％の有意水準で相関がある。
1973年
n
5％棄却値
X y
貸出利率（低　→　高）
要求払預金手
数料率
（低　→　高）
有期預金支払
利率
（高　→　低）
1人あたり年
間人件費
（低　→　高）
1人あたり総
預金残高
（小　→　大）
総資本利益率
（低　→　高）
〃
〃
〃
〃
州域支店銀行
制度州
20
0．377
・sl・・
一〇．134
一〇．092
0．439
一〇．123
0．144
○
○
×
?
○
限定支店銀行
制度州
16
O．　425
Rs Ho
0，238
0．315
0．429
一〇．268
一〇．　426
○
○
×
○
?
単一銀行制度州
15
0．441
Rs H。
一〇。207
一〇．064
0．496
一〇．157
一〇．064
?
○
×
○
○
出所：Report　of　Income，1973から作成。
位相関について，前者の順位のとり方を逆にすると，両者に相関があることに
なる（5）。これは行員1人あたりの総預金残高が大きけれぽ大きいほど，総資本
利益率が低いことを意味するが，あとで触れるようにこの州グループでは，州
ごとの預金規模が大きいと，州ごとの利益率は低いので，それに対応する事実
と考えられる⑥。
　貸出利率をみると，第2表で示されているように，限定支店銀行制度州と単
一銀行制度州のそれらが，ほとんど同じ水準にあり，州域支店銀行制度州のそ
れが，僅かぽかり高い。州域支店銀行制度州の貸出利率が，少し高いといって
も，ほかの2つの州グループのそれらと比べて，平均値が2．7％高いだけであ
る⑦。州グループ間の差異を強いて見出そうとすれば，この指標の分布のレイ
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ンジは，支店制度を認める諸州のほうが大きい，という点だけであろう。した
がって貸出利率については，制度の違いによる特徴が，あまりないと理解して
よい。
　要求払預金の手数料率は，明らかに州域支店銀行制度州で高いことが，第2
表からわかる。この州グループ内での手数料率の分布を第1表によって調べる
と，銀行競争の激しいといわれる大西洋岸諸州の料率が，例外もあるけれど一
般に低く，預金高が極端に大きいカリフォルニア州のそれが，ほぼ中間に位し
ている。州域支店銀行制度州における要求払預金手数料率の平均と中位数は，
他の2つの州グループのそれらと比べ，22％から45％も高いが（8），その理由を
説明できる資料は，いまのところ発見できない。なお手数料率の分布のレィン
ジは，州域支店銀行制度州で大きく，他の2つの州グループで小さい。
　成果指標の評価の最後として，有期預金への支払利率の問題へ移ると，州グ
ループごとの特徴を見出すことは，まったく困難である。すなわち3つの州グ
ループの支払利率を，平均と中位数で比較しても，それらの差異は，僅か0，6
％から4．0％程度しかない（9）。支払利率の分布のレインジは，限定支店銀行制
度州がその他2つの州グループより大きいが，競争のきわめて激しいニューヨ
ーク州での値が高いため生じたことで，もしこれを除外すれぽ，レィンジにつ
いても州グループ間の差異は小さい。したがって有期預金支払利率にかんして
も，制度の相違による成果の差は，析出されなかった。
（1）銀行業のアウトプットとしてなにを考えるかについては，とくに銀行業の規模の
　経済をめぐる問題で，論争点の1つとなっている（拙稿；「銀行市場研究への一視
　点一規模の経済をめぐって一」，明大商学論叢，第54巻，第5号，1971年6月，
　83頁）。
（2）　総資本は預金債務・その他の債務・引当金・自己資本の合計，すなわち貸借対照
　表の貸方合計額である。自己資本は発行済株式・剰余金・未配当利益などの合計額
　である。利益は税引前で有価証券損益を加えないもの，すなわち経常総収益から経
　常総費用を差引いた額である。有期預金のなかには，貯蓄勘定（savings　account）
　がふくまれている。
　　州グループの平均は，たとえば総資本利益率をとると，同じ州グループ内のすべ
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　ての州の総資本額合計を分母とし，すべての州の利益額合計を分子として求めた。
　その他の指標についても，これと同様の方法で算出した。
〈3）第3表の作成を，貸出利率と総資本利益率の順位相関の例で，説明しておこう。
　3つの州グループごとに，各州の総資本利益率と貸出利率へ，低い値から高い値へ
　むけて，それぞれ順位をつける。その結果うえの2つの指標について，州ごとに固
　有の順位が付される。これら2つの順位すなわち2変数の相関を，スピアマンの順
　位相関係数によって，95％の有意水準で検定した。ここで算式は，つぎのとおりで
　ある。
　　　　　　　　　　Σ（x－y）2　　　Rs＝1－6・　　　　　　　　　　n（nし1）
（4）米国における転職の激しさ，別言すれぽ労働の移動性が，かなり高いことは周知
　のとおりである。銀行業における転職率は，きわめて高水準といわれている（Dennis
　W．Richardson；Electric　A4toney：Evaluation　of　an　Electric　Funds－Transfer
　System，1970，　p．79．）o
　　しかし労働移動の地理的範囲は，合衆国全域にわたるのではなく，たとえば太平
　洋岸諸州や中西部諸州といった，やや限られた範囲内での移動が多いという。そこ
　で賃金率の平準化が完全でなく，その地域間較差があると考えられる。
＜5）各州における行員1人あたり総預金残高の順位を，第3表とは逆に高いほうから
　低いほうへとってゆくと，係数の正負の符号が反対になるから，州域支店銀行制度
　州の数値は，95％の有意水準で順位相関が認められる。
（6）銀行の預金規模が大きければ大きいほど，単位資産あたりの純収入は低下してゆ
　く（Report，1973，　p．219）。州ごとの総資本利益率と行員1人あたり総預金残高，
　また州ごとの総資本利益率と預金規模の問題を，この事実とあわぜて分析すれば，
　銀行の行動にかんする情報がえられるかもしれないが，本稿では扱ういとまがな
　いo
〈7）限定支店銀行制度州と単一銀行制度州の貸出利率の平均値は等しいが，これと州
　域支店銀行制度州の貸出利率の平均値から，減算によってえた数値ではない。両者
　の割算によって，差異の比率を求めた結果である。
（8）注⑦と同様の計算によるQ
（9）　うえに同じ。
皿　銀行市場構造＝＝成果の関係
　まえの節で銀行市場成果を示す諸指標を取上げ，それらを計測したうえで，
若干の検討を加えた。われわれの目的は，単一銀行＝支店銀行問題をつうじ
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て，米国銀行市場における集中・競争・規制の実情を，明らかにすることであ
った。したがって前節で行なった銀行成果の評価を，支店設置にかんする制度
上の違いと，それに基づく市場構造の差異と，そして構造と成果の関係とい
う，一連の関係のなかへ位置づけることによって，われわれは目標へよりいっ
そう近づくことができるだろう。そのため市場構造の指標として，州ごとの預
金の上位5行への集中度と，やはり州ごとの総預金の規模をとり，これらと州
ごとの成果の諸指標との相関を調べ，構造＝成果の分析を行なう。構造の諸指
標と成果の諸指標を，3つの州グループへ分類して順位を付し，前節で行なっ
たように，スピアマンの順位相関係数を求め，95％の有意水準で順位相関の有
無を検定しよう（・）。
　州ごとの預金の上位5行への集中度と②，州ごとの成果の各種の指標との順
位相関は，第4表としてまとめたとおりである。預金集中度が高く，市場構造
が寡占的であればあるほど，総資本利益率が高いと予測されたが，順位相関は
意外にも，そのような結果がえられなかった。貸出利率についても同じよう
に，市場が寡占的構造であれぽ，資金の貸手としての銀行の立場が強いから，
借手に賦課する利率が高いと考えられたが，順位相関は限定支店銀行制度州に
ついてのみ認められた（3）。さらに要求払預金の手数料率にかんしても，集中度
が高けれぽ高いほど，銀行側の交渉力が強いため，小切手勘定の利用者へ高い
料率を課すと推測したが，順位相関はみられなかった。けっきょく預金集中度
と3つの成果指標からえられる，合計して12個の順位相関係数のうち，予期し
たような結果は，僅か1例しかえられなかった。ここでは構造と成果の間に，
一意的な関係を見出せないのである。
　預金集中度と有期預金支払利率の関係は，うえと同様の考えから，集中度が
高いほど銀行の立場が強く，したがって低い利率を有期預金にたいして支払う
と予測した。そこでこの予測にたって順位相関係数を算出したところ，それら
はすべて逆相関を示し，支払利率の順位を逆につけて，第4表に記された順序
へかえると，それらは95％の有意水準で，すべて順相関となった。預金集中度
が高けれぽ高いほど，有期預金支払利率が高い事実は，おそらく銀行競争の結
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第4表
Spearmanの順位相関係数（R，）による成果指標の相関②
1973年
n
5　％Pt却値
X y
総資本利益率
（低　→　高）
貸出利率（低　→　高）
要求払預金手
数料率
（低　→　高）
有期預金支払
利率
（低　→　高）
預金集中度
（低　→　高）
〃
〃
〃
州域支店銀行
制度州
20
0．377
Rs Hσ
一〇．134
0．009
O．　065
0．454
○
○
○
×
限定支店銀行
制度州
16
0．425
Rs Ho
0．238
0．691
0．250
0．512
○
×
○
×
単一銀行制度州
15
0．441
Rs Ho
一〇．207
0．254
0．350
0．521
?
○
?
×
出所：Summary，1972およびReport　of　lncome，1973から作成。
果であろう。すなわち預金高でみた上位行は，高い有期預金利率を支払うこと
で競争を行ない，その預金高シェアの拡大を図り，かつ成功を収めたので，う
えのような相関を生じたと考えられる。
　銀行市場構造の別な指標として取上げた，州ごとの預金規模の大小と，州ご
との成果の各種の指標との順位相関は，第5表が示している。このような分析
を行なうには，預金集中度と成果の諸指標との相関が，すでに検討されたのだ
から，預金規模と預金集中度が異なる指標であることを，あらかじめ確かめな
ければならない。そこで両者の順位相関をまず検定したところ，第5表でわか
るように，無相関であることが認められた。したがって州ごとの預金規模を，
銀行市場構造のもう1つの指標として用いることは，差支えないものと考えら
れる。
　預金規模と総資本利益率との順位相関は，州域支店銀行制度州で見出せなか
ったものの，その他2つの州グループでは相関があった。この相関は，預金規
模が大きけれぽ大きいほど，総資本利益率が低くなる関係である。預金規模の
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大きい諸州に，預金規模の大きい銀行が多く存在することは，つぎの事実から
明らかである（4）。州域支店銀行制度20州のうち，預金規模100億ドル以上の州
は3つあるが，この州グループ内の1行あたり預金1億ドル以上の銀行169の
なかで，70行（41．4％）がこれら3州へ属している。また限定支店銀行制度16
州のうち，預金規模200億ドル以上の州は5つあるが，この州グループ内の1
行あたり預金1億ドル以上の銀行395のなかで，260行（65．8％）がこれら5州
に属している。さらに単一銀行制度15州のうち，預金規模100億ドル以上の州
は5つあるが，この州グループ内の1行あたり預金1億ドル以上の銀行215の
なかで，166行（77。2％）がこれら5州に属している。
　このように預金規模の大きい諸州には，大規模銀行が集中しているが，大銀
行は州内の貸出市場で活動するだけでなく，州境をこえて全国的な貸出市場へ
進出するのが常である。そこではプライム・レートをめぐる貸出競争があり，
おそらく貸出利率は低い水準に落着き，それが総資本利益率を下げているので
はないだろうか。しかしそれが事実であれぽ，預金規模と貸出利率の間に順位
相関があるはずだが，第5表の示すように相関はなく，この考え方を支持する
データはない。
　預金規模と総資本利益率の順位相関が，限定支店銀行制度州と単一銀行制度
州では認められるので，うえの推論が成立しない以上，この相関を説明しうる
他の関係を求めたい。手がかりをうるため，預金規模と収益率・経費率・人件
費率との順位相関を，それぞれ計算してみた（5）。しかし第5表に記された結果
のように，僅かの例外をのぞいて，順位相関はえられなかった。したがって限
定支店銀行制度州と単一銀行制度州で見出された，預金規模と総資本利益率の
相関は，いまのところ資料にもとつく説明ができない⑥。
　預金規模と要求払預金手数料率の相関，さらに有期預金支払利率との相関を
調べると，前者が限定支店銀行制度州で認められ⑦，後者が単一銀行制度州で
成立つだけであった。けっきょく預金規模と成果の4つの指標の間の相関は，
合計12ケースのうち4ケースで見出されたが，その理由を合理的に説明できる
根拠が乏しい。
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第5表
Spearmanの順位相関係数（R，）による成果指標の相関③
1973年
n
5％棄却値
X y
預金集中度
く低　→　高）
総資本利益率
（高　→　低）
貸出利率（高　→　低）
???↓??
払
?
金預
??
→
??
収　益　率
（高　→　低）
経　費　率
（低　→　高）
人件費率（高　→　低）
預金規模（小　→　大）
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
州域支店銀行
制度州
20
0．377
・sl・・
一〇．262
0．232
0．068
O．177
0．062
0，008
0．099
O．　027
?
○
○
○
．?
○
?
0
限定支店銀行
制度州
16
0．425
Rs Ho
一〇．147
O．447
0．368
0．612
0．300
0．332
0．279
0．306
○
×
○
×
○
○
○
○
単一銀行制度州
15
0．441
Rsl・・
一〇．229
0．511
一〇．143
0．146
0．454
0．486
0．450
一〇．061
?
×
○
○
×
×
×
○
出所：Summary，1972およびReport　of　lncome，1973から作成。
　預金集中度の場合と異なり，預金規模と成果の間には，経済理論に基づく予
測をなしうる余地が，きわめて少ないと考えられる。そのため預金規模にかか
わる以上の分析は，預金集中度にかかわる分析にくらべ，取上げるべき相関関
係の選択が，より困難といえよう。さらに預金規模は，前稿で触れたとおり，
各州グループ内でのバラツキが大きい⑧。このことも預金規模を構造指標とす
るさい，難点の1つになっていると思われる。
（ユ）各指標とも1973年の数値を用いるが，預金の上位5行への集中度だけは，1972年
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　の数値しか入手できなかったので，止むを得ずそれを利用する。
（2）預金集中度については，前掲拙稿の80－85頁，を参照されたい。
（3）第4表では95％の有意水準による検定の結果が記されているが，州域支店銀行制
　度州におけるこの値は，99％の有意水準にたっしている。
（4）前掲拙稿の第12表は，州ごとの銀行数・預金高の銀行規模による分布を，3つの
　州グループにまとめて作成した。そこで州ごとの計数から，預金規模の大きい州を
　選んで，本文における以下の結果をえた（Report，1973，　pp．182－186．）。
（5）これら3つの指標は，いずれも州ごとの総預金高を分母におき，州ごとの年間の
　経常収益・経常費用・人件費を，それぞれ分子として算出した。
（6）おそらく前節の注（6）のような視点から分析すれぽ，預金規模の大きい州に大規模
　銀行が多いことは解ったのだから，手がかりがえられるかもしれないが，作業は次
　稿に委ねる。
（7）本節の注（3）に同じ。
（8）　前掲拙稿；88頁。
IV　暫定的な結論
　本稿における分析作業は，入手可能であった統計資料に基づいているが，す
でに記したように，銀行市場構造の場合と異なって，州ごとの銀行規模別の市
場成果の計数がえられない。そこで主題がキメ粗く取扱われているので，より
詳細なデータを入手する可能性を考慮し，結論は暫定的なものとしておこう。
また構造＝成果の分析において，構造の指標は州ごとの預金集中度と預金規模
であった。しかし銀行市場構造の特徴は，州ごとの産業構成や州民所得など，
多くの要因で説明されるべきだろう。このような点が取入れられていないこと
からも，やはり結論を暫定的なものと考えておきたい。まず第H節と第皿節の
要約を，今回の分析におけるファインディグズとして述べ，ついで分析方法の
問題点について触れる。
　第1節で検討した諸点を，ごく短くレビューしてみよう。総資本利益率は単
一銀行制度州において，他の州グループにくらべて，一一i般にやや高かった。総
資本利益率の値をきめると考えられる。貸出利率など5つの指標と，総資本利
益率との順位相関は，有期預金支払利率と利益率の間に認められた。また限定
支店銀行制度州についてのみだが，行員1人あたり総預金残高と利益率の間
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に，順位相関が見出された。貸出利率と有期預金支払利率は，州グループの間
で差異がほとんどなかった。要求払預金の手数料率は，州域支店銀行制度州に
おける料率が，一般に他の州グル・一一プより高かった。
　第皿節で分析した諸問題を，やはり短く振り返ってみよう。預金集中度と成
果の4つの指標との順位相関は，貸出利率について限定支店銀行制度州にのみ
認められ，有期預金支払利率について3つの州グループとも，預金集中度との
順位相関があった。預金規模と成果の4つの指標との順位相関は，預金規模と
総資本利益率の相関が，限定支店銀行制度州と単一銀行制度州で認められた。
さらに預金規模と要求払預金手数料率の相関が限定支店銀行制度州で，預金規
模と有期預金支払利率の相関が単一銀行制度州で，それぞれ見出された。
　第1節ですでに述べたところだが，われわれの主な関心は，銀行市場構造と
銀行市場成果の関係に向けられているから，この暫定的な結論は，とくに構造
＝＝ｬ果の問題にそって点検される。ところが以上の要約でみたように，われわ
れが予測した構造＝成果の関係，すなわち集中的な市場構造への望ましくない
成果の対応は，ほとんど実証することができなかった。預金集中度と成果の諸
指標との順位相関で，予測どおりの結果が見出されたのは，限定支店銀行制度
州における，預金集中度と貸出利率の関係のみである。
　米国の銀行市場を，単一銀行＝支店銀行の枠組をとおして，州レベルまたは
州グループのレベルで，観察ないし分析することは，構造の面に限っていえ
ば，失敗とはいえないだろう。前稿で示されたように，全商業銀行に占める支
店銀行数シェア，全銀行店舗数に占める支店銀行店舗数シェア，銀行規模別の
銀行数シェアと預金高シェア，預金の第1位行または上位5行への集中度，さ
らに複数銀行持株会社の数，これらのいずれの計数も州レベルで求めたうえ
で，3つの州グループにまとめると，支店設置にかんする制度の違いが，はっ
きりと構造の差異として把握できた。構造の特微を示す指標の多くが，制度に
ょる影響を大きく受けるからだろう。そこで成果についても，構造分析と同じ
方法でよいかどうか，またその他の分析方法に問題がないかどうか，以下で検
討しよう。
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　第1の問題は，3つの州グループへ諸州を分類し，市場成果の分析をしたこ
とである。成果については，支店制度の違いによる，構造の差異へ対応するよ
うな，明白な相違点があまり析出されなかった。第3表から第5表で示された
順位相関のテストは，預金集中度と預金規模の関係をのぞいて16ケース（ユ），合
計して48個の順位相関係数について行なわれたが，95％の有意水準で相関があ
ったのは，13個の係数についてのみであった。
　では銀行市場構造を取扱ったと同じ方法を，銀行市場成果について適用する
ことは，あまり意味がないのであろうか。うえで指摘した相関の認められる13
個の係数を，州グループ別に分けると，州域支店銀行制度州に2個，限定支店
銀行制度州va　5個，単一銀行制度州に6個ある。州域支店銀行制度州の銀行
は，単一銀行と営業範囲が州内全域に及ぼない支店銀行，さらに営業範囲が州
内全域に及ぶ支店銀行の三者からなる。限定支店銀行制度州の銀行は，単一銀
行と営業範囲が州内全域に及ぽない支店銀行の両者からなる。単一銀行制度州
ではいうまでもなく，単一銀行のみが存在する②。州内にある銀行の性格の同
質性は，うえに記した州グループの順序で，だんだん高まってゆくと考えられ
る。相関の認められた係数の数も，これと同じ順序で増えているから，構造を
表わすより適切な指標の採用によって，州レベルまたは州グループのレベルに
おける構造＝成果の分析が，予期したような結果となる可能性を，示唆してい
るように思、える。
　しかし成果の分析は，銀行構造＝銀行行動＝銀行成果のコンテクストにおい
て行なわれるべきで，構造の指標についてうえのように期待することは，構造
＝成果の関係へ，暗黙のうちに一意性を求めるに外ならない。このように考え
ると，適切な構造の指標を探しだす必要もあるが，構造＝成果の関係で欠落し
ている，銀行行動にかんする情報の入手とその分析が，いっそう重要な課題と
考えられる。ただし第H節と第皿節の作業から，まったくファインディグズが
えられなかったのではないから，単一銀行＝支店銀行の枠組による成果分析
を，無意味なものと結論しなくてもよいだろう。
　第2の問題は，銀行活動を州内・州外・海外へ，区分して取扱っていない点
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である。預金については一般に，コルレス預金やフェデラル・ファンドをふく
むインターバンク取引を別として，州境をこえる取引高が大きいとは考えにく
いが，貸出の州外取引高は無視できないものと思われる。全国的な貸出市場に
おける利率の問題には，前節で触れたところだが，連邦レベルのインターバン
ク取引も貸出取引も，収益率と経費率したがって利益率へ，影響すると考えら
れる。またユーロ・ダラー取入れと海外貸付など，対外取引もやはり利益率と
関係するだろう。しかし資産・負債の面でも，収益・費用の面でも，州内・州
外・海外に区分された，詳細な資料はほとんど入手できなかった。
　第3の問題は，成果の各種の指標のとり方において，キメの粗い手法が用い
られたことである。諸指標の分母である，総資本・預金・貸出などは，総額が
あてられており，それらの内容構成へ配慮が及んでいない。成果の分析にあた
って，たんなる預金高や貸出高は，十分な資料といえないQ預金構成と収益資
産構成が，銀行の収支を決める最大の要因だから，資産・負債のポートフォリ
オ構成を織込んだ指標が望ましい。この点にかんする資料は，利用可能であっ
たが，時間の制約で用いることができなかった。
　以上で分析方法の3つの問題点を指摘したが，いずれにせよ銀行成果の分析
における，単一銀行＝支店銀行のアングルは，銀行構造の分析におけるそれよ
りも，有効性が低かったことを，認めなくてはならない。問題とされた点に留
意するとともに，銀行規模別の成果指標も取入れ，より厳密な分析を引続き進
めたい。
（1）預金集中度と預金規模の順位相関は，前節で述べたとおり，これら2つの指標が
　互いに独立であるかどうか調べるため，検定を行なったのであるから，ここではそ
　の結果を除外した。
（2）ただし統計資料上の扱いでは，単一銀行制度州にも本来の意味の支店銀行ではな
　いが，支店銀行に分類される銀行がある（前掲拙稿；第豆節，注（1）参照）。
